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平成 25 年 5 月 13 日 

各  位 

 

会 社 名 広島ガス株式会社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 田村 興造 

（コード番号 9535 東証第二部） 

問合せ先 執行役員総務部長 久保 賢司 

TEL 082-252-3001 （総務部） 

 

買収防衛策（停止条件付ライツ･プラン）の更新について 

 

 当社は、株主全体の利益の確保を目的として、平成 19 年 6 月 26 日開催の定時株主総会の決

議による承認を得て、当社の株券等の濫用的な買収行為に対する防衛策である「停止条件付ラ

イツ・プラン」を導入し、その後、平成 22 年 6 月 24 日開催の当社定時株主総会において、内

容を一部改訂した「買収防衛策（停止条件付ライツ・プラン）」（以下、「旧ライツ・プラン」と

いいます。）を再導入いたしておりますが、旧ライツ・プランの有効期間が平成 25 年 6 月 25

日開催予定の当社定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）終結時をもって満了

することに伴い、本日開催の当社取締役会において、本定時株主総会における株主の皆さまの

ご承認を条件に、旧ライツ・プランと同一の内容にて、「買収防衛策（停止条件付ライツ・プラ

ン）」（以下、「本ライツ・プラン」といいます。）を更新することを決定いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針 

 

 当社は、株主に関する基本的あり方として、株主は市場での自由な取引によって決まるべき

ものであり、当社株式に対する公開買付けについても、公開買付けの実施、また同公開買付け

に応じるか否かの決定は、原則として株主の皆さまの自由な判断によるべきものと考えており

ます。 

 他方で、当社の事業は、都市ガスの安定的かつ安全な供給を実現するため、極めて公共性の

高い社会的責任を有しており、お客さまによる当社製品およびサービスの利用を獲得維持する

ためには、当社に対する信頼が不可欠となります。当社は、地域の皆さまからの信頼を得るた

めに、長期的なガス需要を見越し、安定的かつ安全なガス供給を可能とする製造設備を備える

とともに、導管網の整備・拡充、研究開発、従業員の教育・訓練等に多大の投資を行っており
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ます。 

 また、当社事業の公共性等を考慮しますと、長期的視点での事業計画が必要であり、短期的

利益を追い求めるような経営は許されないと考えます。特に都市ガスの安定的かつ安全な供給

を目的とする当社の事業を継続するためには、人的・物的資源の維持、発展が不可欠であり、

原料供給者、お客さま、従業員等のステークホルダーに対する配慮がない限り、当社の企業価

値は損なわれることになります。 

 そこで、当社は、当社の経営に対して重大な影響を与えることとなる、株券等の保有割合を

20％以上とすることを目的とした当社株券等の買収行為が行われようとする場合に、株主の皆

さまに対する十分な情報提供がなされる機会を確保しつつ、株主の皆さまの利益および当社グ

ループ事業の公共性を踏まえ、買収行為の目的、内容を事前に検証し、当該買収行為が当社の

株主全体の利益に反し、または当社の事業目的である都市ガス等の安定的かつ安全な供給を妨

げるものである場合にはこれを未然に防ぎ、併せて買収者と取締役会とが交渉を行う機会を設

け、当社の企業価値をより向上させる事業計画を提案させることを目的として、本ライツ・プ

ランの更新を決議いたしました。 

 なお、現在、当社が具体的に上述のような買収の提案を受けている事実はございません。ま

た、平成 25 年 3 月 31 日現在における当社の大株主の状況は（別紙 4）「大株主の状況」のと

おりです。 

 

 

Ⅱ．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資

する特別な取り組み 

 

当社グループを取り巻くエネルギー業界は、少子高齢化の進展や新設住宅着工件数の伸び悩

みに加え、エネルギー間での競合がいっそう激化するなど、厳しい市場環境下にあります。 

一方、国のエネルギー・環境政策のあり方が議論される中、天然ガスをはじめとするガス体

エネルギーの位置付けは、これまで以上に高まっていくものと予想され、省エネ・省ＣＯ２に

加え、エネルギーの分散化に貢献しうるガス体エネルギーの普及拡大およびエネルギーの高度

利用を推進していくことは、当社グループに課せられた使命であると考えております。 

このような状況のもと、当社グループは、2020年に向けたグループ経営ビジョン「Action for 

Dream 2020」（以下、「2020年ビジョン」といいます。）の実現に向けて、平成22年度からの3

ヵ年中期経営計画を「ビジョン実行中期経営計画」と位置づけ、アクションプランを策定し、

実行してまいりました。 

平成 25 年度中期経営計画（以下、「本中期経営計画」といいます。）では、今後 3 年間の第 2

フェーズとして 2020 年ビジョンの基本方針を踏襲しつつ、その後の経営環境の変化に対応し

た新たな諸施策を推進することで、着実にステップアップを図ってまいります。本中期経営計

画を着実に推進することにより、厳しい経営環境下においても利益を確保できる経営基盤を確
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立し、株主の皆さまへの利益還元を行っていく所存です。 

1． 平成 25 年度の具体的な取り組み 

（1）ガス体エネルギー（天然ガス・ＬＰガス）の普及拡大、エネルギーの高度利用を通じ、

省エネ・省ＣＯ２およびエネルギーセキュリティの向上に貢献する 

① エネルギーの高度利用および再生可能エネルギーとの組み合わせ等を推進しつつ、

ガス体エネルギーの普及拡大を図る。 

② 家庭用市場への経営資源の重点的な配分により営業活動を充実させ、家庭用販売

量の維持・増量を図る。他燃料に対抗するため、従来の既設市場対策の充実に加え、

新築市場対策を強化する。 

③ 業務用市場において、供給エリア内の深耕のみならず、エリア周辺地区を中心と

した広域エリアの需要開発を推進し、ガス販売量の維持・増量を図る。 

④ 廿日市工場の桟橋機能拡大、天然ガスの普及拡大および供給安定性の向上に資す

る導管整備等、中長期的な視点でインフラ整備を行う。 

 

（2）お客さま目線でのサービスのあり方を追求するとともに、環境にやさしく、安心・安

全で快適な暮らしを創造し、お客さま価値の向上を図る 

① お客さま接点業務の充実等により、サービス品質の向上を図る。 

② ガス供給のみに限らず、電気や熱を含めたマルチエネルギー供給やエネルギーサ

ービスを提供することにより、お客さま価値およびエネルギーシェアの向上を図る。 

③ 営業・サービス・保安活動推進のための基盤整備・支援活動の充実を図る。 

④ 供給、消費段階における保安対策を計画的に実施するとともに、製造・供給設備

の経年劣化・災害対策を効率的かつ効果的に推進する。 

 

（3）グループ全体の収益性と健全性を高め、強靭な企業グループを構築する 

① 効率的な事業運営、統制環境の強化、お客さま視点のサービスの強化に資するグ

ループ機能の再構築と業務の見直しにより、機能の最適化を図る。 

② グループ経営管理やコーポレート・ガバナンスの強化を推進するとともに、健全

な企業運営の推進に向け、リスク対応の強化を図る。 

③ 財務体質を強化しながら、ガス事業の成長に資する投資および料金値下げ等、重

点政策の原資確保に努め、経営基盤の強化を図る。 

④ 投資・経費については、2020 年ビジョンの実現に向け効率的かつ効果的な投入を

行うとともに、経営環境の変化に対応し、柔軟な修正・運用を行う。 

 

（4）公正かつ透明で風通しの良い組織へ変革し、地域の好感度 No.1 の企業グループとな

る 

① コンプライアンスの推進とリスクマネジメント活動を通じ、公正かつ透明な経営
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確保に努める。 

② 株主さま・投資家さま・地域の皆さまからの信頼向上に向け、企業情報を適時・

適切に開示する。 

③ 人権活動の推進、コミュニケーションの向上等により、働きやすい職場環境づく

りを推進する。 

④ エネルギー供給事業者として、地域との共生、地域の活性化に資する活動を積極

的に推進する。 

⑤ グループで連携して省エネ・省ＣＯ２を含めた環境保全活動を推進する。 

 

（5）従業員の能力・やりがいを高め、グループの成長を担う人材の育成を推進する 

① 人材育成・開発、モチベーション向上策等により、人材・組織の活性化を図る。 

② ワークライフバランスの向上等、従業員が働きやすい職場環境づくりを推進する。 

 

2． 株主の皆さまへの利益還元方針 

従来、当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営上の重要な政策と位置づけ、安定配

当の継続を基本方針としてまいりました。今後も、2020 年ビジョンおよび本中期経営計

画の実行によるエネルギー市場でのシェアの維持・拡大と経営効率化を図るとともに、

将来を見据えた設備投資や研究開発、財務状態や利益水準等を総合的に勘案しつつ、そ

の成果を株主の皆さまに還元していく所存です。 

 

3. 本ライツ・プランの内容 

（1）本ライツ・プランの概要 

  本ライツ・プランは、以下の①または②に該当する当社株券等の買付け若しくは買付

けの提案その他これらに類似する行為（以下、「買収行為」といいます。）がなされる場

合に、買収者に対して適用されます。 

① 当社が発行者である株券等について、保有者およびその共同保有者の株券等保有

割合が 20％以上となる買付け 

② 当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合

およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が 20％以上となる公開買付け 

 本ライツ・プランは、当社のガス事業の安全性および安定性を確保し、当社の企業価

値および株主共同の利益を確保、向上させることを目的として、買収行為に先立ち、買

収者および当社取締役会に対して、買収行為に関する必要かつ十分な情報提供を求める

とともに、中立公正な委員によって構成される独立委員会（以下、「独立委員会」といい

ます。）がこれらの買収行為に関する情報を評価、検討し、あるいは買収者と当社取締役

会との協議、代替案等の検討をするために必要な期間の確保を要請します。 

 買収者は、（別紙 2）「停止条件付ライツ・プランの運用に関するガイドライン」（以下、
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「本ガイドライン」といいます。）および独立委員会の要請に従い、買収行為に関する必

要かつ十分な情報提供を行い、かつ独立委員会による合理的な協議検討のための期間が

確保された場合には、当該期間経過後に買収行為を開始することができます。 

 これに対し、当社取締役会は、買収者が本ガイドラインまたは独立委員会の要請に違

反し、若しくは買収者による買収行為が当社のガス事業の安全性または安定性を害し、

当社の企業価値および株主共同の利益を著しく毀損すると認められる場合には、当該買

収行為への対抗措置を講ずることができるものとします。 

 本ライツ・プランでは、当該買収行為への対抗措置として、当該買収者等による権利

行使を認めない旨の行使条件を付した新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）

を新株予約権無償割当ての方法により、全株主に割り当てます（以下、「本ライツ・プラ

ンの発動」といいます。）。 

 本ライツ・プランの発動または不発動の判断については、買収者が必要情報を提供せ

ずに買収行為を開始する場合を除き、当社取締役会の恣意的判断を排除するために、独

立委員会の判断を経なければならないものとします。 

 なお、本ライツ・プランの詳細につきましては、本ガイドラインをご確認ください。 

 

（2）本新株予約権の概要 

 新株予約権無償割当ての方法により割当てをする予定の本新株予約権の主な条件等は、

以下のとおりです（本新株予約権の概要の詳細につきましては、（別紙 1）「発行予定の

新株予約権の概要」（以下、「新株予約権概要」といいます。）をご確認ください。）。 

① 割当対象株主 

 新株予約権無償割当てを決定する取締役会の決議（以下、「新株予約権無償割当て

決議」といいます。）において当社取締役会が割当期日として定める日（以下、「割当

期日」といいます。）における最終の株主名簿に記載または記録された当社以外の株

主に対し、その保有株式 1 株につき 1 個の割合で本新株予約権を無償で割り当てま

す。 

②  新株予約権の目的となる株式の種類および数 

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権 1 個当たり

の目的となる株式の数は 2 株を上限とします。 

③  新株予約権の行使に際して出資される財産およびその価額 

 新株予約権の行使に際して出資をなすべき当社普通株式の 1 株当たりの額は 1 円

とします。 

④  新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要するものとします。 

⑤ 行使期間 

 新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が定める日を初日とし、1 ヵ月
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を越えない範囲で当社取締役会が定める期間とします。 

⑥  行使条件 

 （a）特別大量保有者、（b）その共同保有者、（c）特定大量買付者、（d）その特別

関係者、若しくは（e）上記（a）乃至（d）に該当する者から本新株予約権を当社取

締役会の承認を得ることなく譲受け、若しくは承継した者、または（f）上記（a）か

ら（e）の関連者は、原則として本新株予約権を行使することができません。なお、

上記に用いられる用語の定義および詳細については新株予約権発行概要をご参照く

ださい。 

⑦  取得条件等 

 当社は、新株予約権無償割当て決議において定める日（以下、「取得日｣といいます。）

が到来したときに、新株予約権（但し、上記⑥の規定に従い新株予約権を行使できな

い者および取得日までに当社所定の書式による書面（新株予約権者が上記⑥に記載す

る者でないことについての表明保証条項、補償条項および違約金条項等を含む書式に

よるものとします。）を提出しない者（但し、当社がかかる書面の提出を求めなかっ

た者を除きます。）が有する新株予約権を除きます。）を取得することができます。こ

の場合、当社は、新株予約権の取得と引き換えに、新株予約権 1 個につき、当社普

通株式 2 株を上限として交付します。 

 上記の他、当社は、新株予約権無償割当て決議において、新株予約権の取得に関す

る条件および手続き等を定めることとします。 

 また、下記（3）①から④のような事情がある場合には、当社は、本新株予約権の

割当期日以降、行使期間開始日までの間において、無償取得の方法による新株予約権

の消却を含む新たな措置を行うことを決定することができるものとします。 

 

（3）本ライツ・プランの発動の中止等 

 当社取締役会は、本ライツ・プランの発動を決議した場合であっても、以下の場合に

おいては、独立委員会の意見または勧告を尊重した上で、本新株予約権の割当期日まで

の間は新株予約権の発行の中止を、本新株予約権の割当期日以降、行使期間開始日まで

の間は無償取得の方法による新株予約権の消却を含む新たな措置を行うことを決定する

ことができるものとします。 

①  買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、または独立委員

会からかかる勧告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意または本

ライツ・プランの発動による対抗措置を中止する旨の合意に至った場合 

③  買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなった場合 

④  本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生じ、買収

者による買付行為が当該発動の条件を満たさないことになった場合若しくは当該発
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動の条件を満たしていても、新株予約権を発行または行使させることが相当でない

と当社取締役会が判断するに至った場合 

 

（4）本ライツ・プランの有効期間、廃止および変更 

 本ライツ・プランの有効期間は、平成 28 年 3 月期の事業年度に関する定時株主総会の

終結のときまでの 3 年間とします。但し、本ライツ・プランの有効期間中であっても、

当社株主総会または当社取締役会において、本ライツ・プランを廃止する旨の決議を行

った場合には、その時点で本ライツ・プランは廃止されるものとします。 

 本ライツ･プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、本ライツ･プランの趣旨

に反しない限り、独立委員会の承認を得た上で、本ライツ･プランを変更することができ

ますが、会社法、金融商品取引法その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更また

はこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更等により合理的に必要と認

められる範囲を超えて、本ライツ･プランを変更することはできないこととします。 

 また、独立委員会は随時本ライツ･プランの合理性について検討することとし、独立委

員会が本ライツ･プランの変更が必要と判断した際には、直ちに当社取締役会にその旨を

勧告することとします（詳細につきましては、本ガイドライン第 1 第 6 項をご確認くだ

さい。）。この場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に従って本ライツ･プランの変更

を行うことができますが、会社法、金融商品取引法その他の法令若しくは金融商品取引

所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更等により

合理的に必要と認められる範囲を超えて、本ライツ･プランを変更することはできないこ

ととします。 

 なお、当社取締役会は、本ライツ・プランまたは本ガイドラインの規定において曖昧

若しくは誤解を生じる可能性のある規定や齟齬若しくは瑕疵のある規定を是正するため

に、適宜独立委員会の承諾または勧告なくして本ライツ・プランまたは本ガイドライン

の変更をできることとします。 

 

4. 本ライツ・プランの合理性 

（1）株主の総体的意思を反映するものであること 

 この度の本ライツ・プランの更新は、株主の皆さまの意思を反映させるべく、平成 25

年6月25日開催予定の本定時株主総会における株主の皆さまからのご承認を条件に発効

することといたします。また、本ライツ・プランの有効期間は、平成 28 年 3 月期の事業

年度に関する定時株主総会の終結のときまでの 3 年間といたしますが、たとえ本ライ

ツ・プランの有効期間の満了前であっても、当社取締役の任期は 1 年となっていますの

で、取締役の選任を通じて株主の皆さまの意思を反映させることができます。また、本

ライツ・プランは、その有効期間の満了前であっても、株主総会または株主総会で選任

された取締役によって構成される取締役会において本ライツ・プランを廃止する旨の決
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議が行われた場合には、本ライツ・プランはその時点で廃止されることになりますので、

本ライツ・プランの継続または廃止の判断が株主の皆さまに委ねられているという意味

において、株主の皆さまの意思が反映される仕組みになっております。 

 

（2）取締役会の恣意的判断の排除 

 当社は、本ライツ・プランの更新にあたり、取締役会の恣意的判断を排除し、当社の

企業価値および株主の皆さまの共同利益を向上、確保するために、独立委員会を設置し

ております。 

 独立委員会の構成員（以下、「独立委員」といいます。）は、厳格な基準の下で選任さ

れ（本ガイドライン第 2 の 8 をご参照ください。）、また独立委員を解任するには当社取

締役会において出席取締役の 3 分の 2 以上の賛成によらなければなりませんので（本ガ

イドライン第 2 をご参照ください。）、当社取締役会の恣意的な判断を遮断する高度な独

立性、公平性が確保されております。また、独立委員会は、買収者が出現した場合、当

社の費用負担において、必要に応じていつでも投資銀行、証券会社、公認会計士、弁護

士等の外部専門家の助言を受けることができますので、独立委員会の実質的な判断の独

立性、公平性および客観性も担保されております。 

 そして、当社取締役会は、本ライツ・プランの発動の決定に先立ち、独立委員会の勧

告を経る必要があり、また独立委員会が本ライツ・プランの不発動の勧告をした場合で

あっても、当社取締役会はかかる独立委員会の勧告を最大限尊重しなければなりません

ので、これにより、当社取締役会による恣意的判断が排除されることになります。 

 なお、独立委員の略歴につきましては、（別紙 3）「独立委員略歴」をご確認ください。 

 

（3）合理的な客観的要件の設定 

 当社取締役会は、本ガイドライン第 1 第 4 項（2）記載のとおり、合理的かつ客観的な

要件が充足されなければ、本ライツ・プランを発動させることができませんので、当社

取締役会の恣意的な判断に基づく本ライツ・プランの発動を防止するための措置が講じ

られているものといえます。 

 

（4）デットハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策ではないこと 

 本ライツ・プランは、当社を買収した者がこれを廃止することを不当または過度に制

約するものではありません。 

 すなわち、本ライツ・プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取

締役会によりいつでも廃止することができますので、買収者は、自己が指名し、株主総

会で選任された取締役によって構成される取締役会の決議により、本ライツ・プランを

廃止することができます。この意味において、本ライツ・プランは、取締役会の構成員

の過半数を交代させた場合でも買収防衛策の発動を阻止できないデットハンド型買収防
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衛策には当たりません。また、当社では、取締役の任期は 1 年とされ、いわゆる期差選

任制や取締役の解任決議要件の加重も実施されておりませんので、本ライツ・プランは、

取締役の交替を一度に行うことができず、買収防衛策の発動を阻止することが困難なス

ロー・ハンド型買収防衛策にも該当しないといえます。 

 

5. 本ライツ・プランの更新、発動による株主・投資者の皆さまへの影響等 

（1）更新時に株主・投資者の皆さまに与える影響 

 本ライツ･プランの更新時においては、株主総会決議に基づいて、新株予約権無償割当

ての決定権限が取締役会に対して委任されるにすぎず、新株予約権の無償割当て自体が

行われるわけではありませんので、更新時に株主・投資者の皆さまに直接具体的な影響

が生じることはありません。 

 

（2）発動時に株主・投資者の皆さまに与える影響 

 本ライツ・プランでは、新株予約権無償割当ての方法により、割当期日における株主

に対し、その保有株式 1 株につき 1 個の割合で本新株予約権が割り当てられます。そし

て、当社が本新株予約権の取得の手続きを取ることにより、買収者以外の株主の皆さま

は、本新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による本新株予約権

の取得の対価として当社の株式を受領するため、不利益は発生しません。但し、割当期

日において名義書換未了の株主の皆さま、および当社が本新株予約権を取得する日まで

に、一定の買収者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面をご提出しない株

主の皆さま（当社がかかる誓約書の提出を求めた場合に限ります。）に関しましては、他

の株主の皆さまが当該新株予約権の無償割当てを受け、本新株予約権と引換えに当社株

式を受領することに比して、結果的に、その法的権利または経済的側面において不利益

が発生する可能性があります。 

 なお、当社が、本ライツ・プランの発動の中止または割り当てた本新株予約権の無償

取得を行う場合には、1 株当たりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当社株式の

価値の希釈化が生じることを前提に当社株券等の売買を行った株主または投資者の皆さ

まは、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

 

（3）発動に伴って必要となる株主の手続き 

 本ライツ・プランが発動され、新株予約権無償割当ての方法により本新株予約権の割

当てが行われる場合、株主の皆さまは、引受けの申込みを要することなく本新株予約権

の割当てを受けることができますので、本新株予約権の申込み手続きは必要となりませ

ん。また、当社が本新株予約権の取得条項に基づき取得の手続きをとることにより、行

使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による本新株予約権の取得の対価として当

社株券を受領することになるため、払込み等の手続きは必要となりません（もっとも、
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当社が本新株予約権の取得の手続きをとらなかった場合には、新株予約権の行使により

新株を取得するために所定の期間内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があり

ます。）。 

 但し、この場合、株主の皆さまには、別途、ご自身が所定の買収者ではないこと等を

誓約する当社所定の書式による書面を提出いただくことがあります。 

 また、名義書換未了の株主の皆さまに関しましては、新株予約権の割当てを受けるた

めには、別途当社取締役会が決定し公告する本新株予約権の割当期日までに、名義書換

を完了していただく必要があります。 

 これらの手続きの詳細につきましては、実際に本新株予約権の無償割当てを行うこと

になった際に、法令および東京証券取引所の上場規則に基づき別途お知らせいたします。 

 

以 上 
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（別紙１） 

 

発行予定の新株予約権の概要 

 

当社は事前警告型防衛策として「停止条件付ライツ・プラン」（以下、「本ライツ・プ

ラン」という。）を更新しました。本ライツ・プランは、以下の要領による新株予約権

の発行を目的としています。 

 

1． 新株予約権の名称 

第 1 回新株予約権 

 

2． 株主に割り当てる新株予約権の総数 

新株予約権無償割当てを決定する当社取締役会の決議（以下、「新株予約権

無償割当て決議」という。）において当社取締役会が割当期日として定める日

（以下、「割当期日」という。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、

同時点において当社の有する当社株式の数を除く。）を上限とする。 

 

3． 割当方法 

割当期日における最終の株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に

対し、その保有株式 1 株につき 1 個の割合で、新株予約権を無償で割り当て

る。 

 

4． 新株予約権無償割当てがその効力を生ずる日 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める日とする。 

 

5． 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

（1） 新株予約権の目的となる株式の種類 
当社普通株式とする。 

（2） 新株予約権の目的となる株式の数 
① 新株予約権 1 個当たりの目的となる株式の数（以下、「対象株式数」と

いう。）は、2 株を上限とする。但し、当社が株式分割又は株式併合を行

う場合、対象株式数は次の算式により調整されるものとし、調整の結果

生ずる 1 株未満の端数は切り捨てるものとし、現金による調整は行わな

い。 

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

② 調整後対象株式数は、株式分割又は株式併合の効力を生ずる日の翌日以
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降、これを適用する。 

③ 上記①に定めるほか、合併、会社分割等を行う場合その他これらに準ず

る場合で、対象株式数の調整を必要とするときには、合併、会社分割等

の条件等を勘案の上、対象株式数につき合理的な調整を行うものとする。 

 

6． 新株予約権の行使に際して出資される財産およびその価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、各新

株予約権の行使に際して出資をなすべき当社普通株式の 1 株当たりの額（以下、

「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた金額とする。行使価額は 1 円と

する。 

 

7． 新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める。 

 

8． 新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当て決議において、当社取締役会が定める日を初日とし、

1 ヵ月を越えない範囲で当社取締役会が定める期間とする。 

 

9． 新株予約権の行使条件 

（1） (i)特別大量保有者、(ii)その共同保有者、(iii)特定大量買付者、(iv)その特

別関係者、若しくは(v)上記(i)乃至(iv)記載の者から新株予約権を当社取

締役会の承認を得ることなく取得し若しくは譲受け若しくは承継した者、

又は、(vi)上記(i)乃至(v)記載の者の関連者は、新株予約権を行使するこ

とができない。 
なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。 

① 「特別大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法

第 27 条の 23 第 1 項に定義される。以下別段の定めがない限り同じ。）

の保有者（同法第 27 条の 23 第 1 項に規定される保有者をいい、同条第

3 項に基づき保有者に含まれる者を含む。）で、当該株券等に係る株券等

保有割合（同法第 27 条の 23 第 4 項に定義される。）が 20％（又は、当

社取締役会が別途これより高い割合を決定し、公表した場合には当該割

合）以上である者若しくは 20％（又は、当社取締役会が別途これより高

い割合を決定し、公表した場合には当該割合）以上であると当社取締役

会が認めた者をいう。 

② 「共同保有者」とは、金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される

者および同条第 6 項に基づき共同保有者とみなされる者（当社取締役会

がこれらに該当すると認めた者を含む。）をいう。 
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③ 「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第 27 条の 2 第 6

項に定義される。）によって当社が発行者である株券等（同法第 27 条の

2 第 1 項に定義される。以下同じ。）の買付け等（同法第 27 条の 2 第 1

項に定義される。以下同じ。）の公告を行った者で、当該買付け等の後

におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令

第 7 条第 1 項に定める場合を含む。）に係る株券等の所有割合（同法第

27 条の 2 第 8 項に定義される。以下同じ。）とその者の特別関係者の株

券等所有割合とを合計して 20％（又は、当社取締役会が別途これより高

い割合を決定し、公表した場合には当該割合）以上となる者（当社取締

役会がこれに該当すると認めた者を含む。）をいう。 

④ 「特別関係者」とは、金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義される

者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）をいう。但し、

同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開

買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を除く。 

⑤ 「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくは

その者と共同の支配下にある者として当社取締役会が認めた者、又はそ

の者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。なお、

「支配」とは、他の会社等の「財務および事業の方針の決定を支配して

いる場合」（会社法施行規則第 3 条第 3 項に定義される。）をいう。 

（2） 上記（1)にかかわらず、下記①乃至④の各号に記載される者は、特別大

量保有者又は特定大量買付者に該当しないものとする。 
① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、株式および作成方法に関する

規則第 8 条第 3 項に定義される。）又は当社の関連会社（同規則第 8 条

第 5 項に定義される。） 

② 当社を支配する意図がなく上記（1)(i)に記載する要件に該当することに

なった者である旨当社取締役会が認めた者であって、かつ、上記（1)(i)

に記載する要件に該当することになった後 10 日間（但し、当社取締役

会はかかる期間を延長することができる。）以内にその保有する当社の

株券等を処分等することにより上記（1)(i)に記載する要件に該当しなく

なった者 

③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によること

なく、上記（1)(i)に記載する要件に該当することになった者である旨当

社取締役会が認めた者（但し、その後、自己の意思により当社の株券等

を新たに取得した場合を除く。） 

④ その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主

共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者（当社取締役会は、い
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つでもこれを認めることができる。また、一定の条件の下に当社の企業

価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場合には、

当該条件が満たされている場合に限る。） 

（3） 適用のある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者が新株予約

権を行使するに際し、当該法令の規定する手続きの履行その他条件の成

就等（以下、「準拠法遵守要件」という。）が必要とされる場合には、当

該管轄地域にある者は、準拠法遵守要件を全て充足した場合に限り、新

株予約権を行使することができる。この場合、当社は、準拠法遵守要件

を充足するために必要な手続き等を行う義務を負わないものとする。独

立委員会が当該管轄地域にある者に対して、準拠法遵守要件を全て充足

していることを示す書類（以下、「準拠法遵守確認書類」という。）の提

出を求めた場合において、提出を要求後 10 日間以内に準拠法遵守確認

書類の提出をしない者は、新株予約権を行使することができないものと

する。 
（4） 新株予約権を有する者が本項の規定により新株予約権を行使することが

できない場合であっても、当社は、当該新株予約権者に対して、損害賠

償責任その他の責任を一切負わないものとする。 
 

10． 当社が新株予約権を取得することができる事由および取得の条件 

（1） 当社は、新株予約権無償割当て決議において定める日（以下、「取得日｣

という。）が到来したときに、新株予約権（但し、上記 9（1）の規定に

従い新株予約権を行使できない者および取得日までに当社所定の書式に

よる書面（新株予約権者が上記 9（1）(i)乃至(vi)に記載する者でないこ

とについての表明保証条項、補償条項および違約金条項等を含む書式に

よるものとする。）を提出しない者（但し、当社がかかる書面の提出を求

めなかった者を除く。）が有する新株予約権を除く。）を取得することが

できる。この場合、当社は、新株予約権の取得と引き換えに、新株予約

権 1 個につき、当社普通株式 2 株を上限として交付する。 
（2） 上記（1）の他、当社は、新株予約権無償割当て決議において、新株予約

権の取得に関する条件および手続き等を定める。 
（3） 当社は、以下の場合においては、本新株予約権の割当日以降、行使期間

開始日までの間に、独立委員会の意見又は勧告を尊重した上で、無償取

得の方法による新株予約権の消却を含む新たな措置を行うことができる。 
① 買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、又は独

立委員会からかかる勧告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意

又は本ライツ・プランの発動による対抗措置を中止する旨の合意に至っ

た場合 

③ 買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなっ
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た場合又は変更を行うなど、本ライツ・プランの発動が適切でないと判

断した場合 

④ 本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生

じ、買収者による買付行為が当該発動の条件を満たさないことになった

場合若しくは当該発動の条件を満たしていても、新株予約権を発行又は

行使させることが相当でないと当社取締役会が判断するに至った場合 

 

11． 組織再編の場合の新株予約権の承継 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、

吸収分割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子

会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転を行う場合は、

当該時点において行使されておらず、かつ当社により取得されていない新株予

約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継

会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社は、

当社が新株予約権無償割当て決議において定める決定方針に基づき新株予約

権者に新たに新株予約権を交付することができるものとする。 

 

12． 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および

資本準備金 

新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合、新株予約権の行使に

際して払い込まれた行使価額の全額を資本金として計上するものとし、資本準

備金は増加しないものとする。 

 

13． 新株予約権の行使の方法および行使の請求場所 

新株予約権の行使は、当社所定の新株予約権行使請求書（新株予約権者が上

記 9（1）(i)乃至(vi)に記載する者でないことについての表明保証条項、補償条

項および違約金条項等を含む書式によるものとする。）に行使する新株予約権

の個数、対象株式数および住所等の必要事項を記載し、これに記名捺印した上、

必要に応じて別に定める新株予約権行使に要する書類並びに会社法、金融商品

取引法その他の法令およびその関連法規（日本証券業協会および本邦金融商品

取引所の定める規則等を含む。）上その時々において要求されるその他の書類

（以下、「添付書類」という。）を添えて払込取扱場所に提出し、かつ、行使価

額全額に相当する金銭を払込取扱場所に払い込むことにより行われるものと

する。 
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14． 新株予約権行使請求の効力発生時期 

新株予約権の行使請求の効力は、上記 13 の規定に従い、行使に係る新株予

約権行使請求書および添付書類が払込取扱場所に到着し、行使価額全額に相当

する金銭が払い込まれたときに発生するものとする。 

 

15． 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡により取得するには当社取締役会の承認を要する。 

 

16． 新株予約権証券の不発行 

新株予約権証券は発行しない。 

 

17． 新株予約権者に対する通知 

（1） 新株予約権者に対する通知は、新株予約権原簿に記載又は記録された新

株予約権者の住所宛に書面により行うものとし、かかる通知は通常到達

すべかりしときに到達したものとみなす。 
（2） 通知内容等の承諾については、新株予約権者に、その承諾を求める旨の

通知が到達したとみなされた日から 14 日以内に、新株予約権者により

当社に対して別段の意思表示がなされない場合には、当社は新株予約権

者がこれを承諾したものとみなすことができる。 
 

18． 雑則 

当社が定めた株主総会における議決権の基準日後に、新株予約権の行使又は

当社による新株予約権の取得により新たに当社株式の交付をうけた株主は、当

該株主総会において議決権を行使することができるものとする。 

 

19． 法令の改正等による修正 

法令（金融商品取引法を含む。）の新設、改廃又は施行等により、上記各項

に定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合その他当

社取締役会により必要と判断された場合においては、当該新設、改廃又は施行

等の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的

な範囲内で読み替えるものとする。 

 

 

以 上 
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（別紙 2） 

 

停止条件付ライツ・プランの運用に関するガイドライン 

 

本ガイドラインは、当社株主総会が決議した、事前警告型防衛策である「停止条件付

ライツ・プラン」（以下、「本ライツ・プラン」という。）に基づく新株予約権の発行（以

下、「本ライツ・プランの発動」という。）に関する条件、手続きおよび運用指針を規定

する。なお、本ガイドラインに定めのない用語の定義は、（別紙 1）「発行予定の新株予

約権の概要」（以下、「新株予約権概要」という。）での定義による。 

 

第 1 本ライツ・プランの発動・解除の手続き 

 

1. 対象となる買収行為 

本ライツ・プランは、下記①又は②に該当する当社株券等の買付け若しくは

買付けの提案その他これらに類似する買収行為がなされる場合を適用対象とし、

買付行為を行おうとする者（但し、当社取締役会が書面で同意した者を除く。

以下、「買収者」という。）は、予め本ライツ・プランに定められる手続きを遵

守しなければならない。 

① 当社が発行者である株券等1について、保有者2およびその共同保有者3の株

券等保有割合4が 20％以上となる買付け 

② 当社が発行者である株券等5について、公開買付け6に係る株券等の株券等

所有割合7およびその特別関係者8の株券等所有割合の合計が 20％以上と

なる公開買付け 

 

2. 情報提供の要請 

（1） 買収者に対する情報提供の要請 

                                                  
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義するもの。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含む（当社取締役会

がこれに該当すると認めた者を含む。）。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義するもの（同条第 6 項に基づき共同保有者と

みなされる者を含む。）。 
4 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義するもの。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義するもの。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義するもの。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義するもの。 
8 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義するもの（当社取締役会がこれに該当すると認

めた者を含む。）。但し、同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等

の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 1 項で定める者を除く。 
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買収者は、当社取締役会に対して書面にて買収意思を表明した後、当社取

締役会の書面による同意がある場合を除き、当社に対して、以下に定める情

報その他の関連資料（以下、「必要情報」という。）を提出しなければならな

い。当社は、買収者が当社に対して提供した必要情報を独立委員会に交付す

るものとする。独立委員会は、必要情報の提供が不十分であると判断した場

合には、独立委員会自ら又は当社取締役会を通じて、買収者に対して、必要

情報の追加提出を求めることができる。なお、買収者は、独立委員会の指定

した期間内に当該必要情報の追加提供ができない場合、独立委員会に対し、

必要情報の提出期限の延長を申し出ることができる。この場合、独立委員会

は、必要かつ合理的な範囲内において、当該提出期限を延長するものとする。 

① 買収者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および買収者を被

支配法人等9とする者の特別関係者を含む。）の詳細（名称、本店所在地、

事業内容、資本構成、財務内容、経歴又は沿革、企業統治（ガバナンス）

システム、社会的責任（CSR）への取組み状況、法令遵守状況、当該買

収者による買収と同種の過去の取引の詳細等を含む。）10 

② 買収の目的、方法および内容（買収対価の種類および価額、買収の時期、

買収およびこれらに関連するスキームの概要等） 

③ 買収の対価の算定根拠（算定方法、算定に用いた数値情報等） 

④ 買収資金の調達方法（買収資金の提供者がいる場合には、その名称、調

達方法、担保提供の有無・内容等） 

⑤ 買収後の当社グループの経営方針、資本政策、配当政策および事業計画 

⑥ 買収後における当社の従業員、取引先、顧客その他当社の利害関係者の

処遇 

⑦ 本ライツ・プランが定める買収手続きを遵守する旨の誓約書 

⑧ 秘密保持誓約書（但し、法令、東京証券取引所の上場規則および独立委

員会の判断等に基づき開示を行う旨の適用除外条項を含む。） 

⑨ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報および資料 

（2） 取締役会に対する情報提供の要請 

独立委員会は、買収者から必要かつ十分な必要情報の提出がなされた後、

当社取締役会に対して、独立委員会が定める期間内に、以下に定める情報そ

の他の関連資料の提出を求めることができる。独立委員会は、当社取締役会

による当該資料等の提供が不十分であると判断した場合には、当社取締役会

に対して、追加情報の提供を求めることができる。なお、当社取締役会は、

独立委員会の指定した期間内に独立委員会が提出を求めた資料等の提供が

                                                  
9  金融商品取引法施行令第 9 条第 5 項に定義するもの。 
10 買収者がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含む。 



 3

できない場合、独立委員会に対し、当該資料等の提出期限の延長を申し出る

ことができる。この場合、独立委員会は、必要かつ合理的な範囲内において、

当該提出期限を延長することができる（但し、特段の事由が無い限り、延長

することができる期間の上限は 30 日とする。）。 

① 買収提案に対する意見およびその根拠となる資料等 

② 当社取締役会による経営方針、資本政策、配当政策および事業計画 

③ 秘密保持誓約書（但し、法令、東京証券取引所の上場規則および独立委

員会の判断等に基づき開示を行う旨の適用除外条項を含む。） 

④ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報および資料 

 

3. 独立委員会による検討 

独立委員会は、買収者が必要情報の提供を完了した日（当社取締役会に必要

情報等の提供を求めた場合は、当社取締役会が提供を完了した日）の翌日から

60 日以内の期間（但し、買収者による買収提案の内容が、当社株券等の全てを

対象とした現金（日本円）のみを対価として行う公開買付け以外の方法による

場合には、90 日以内の期間。以下、「検討期間」という。）において、買収者に

よる買収価格および買収提案の内容の検討、買収者と当社取締役会との経営方

針、資本政策、配当政策、事業計画の比較検討を行う。 

独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という

観点から当該買付けの内容を改善させるために、必要に応じて、買収者および

当社取締役会に対して、協議を行うよう要請し、また、当社の重要な取引先お

よび従業員に対して、買収者および当社取締役会の提示する事業計画等につい

ての意見を求めることができる。さらに、独立委員会は当該協議および意見を

踏まえて、必要に応じて、買収者および当社取締役会に対して、独立委員会が

新たに必要であると判断した追加情報の提供を要求するか、買収者および当社

取締役会が提示した買収提案、事業計画等の変更又は代替案の提示を求めるこ

とができる。 

なお、独立委員会は、買収提案の検討状況および協議の進捗状況等を勘案し、

検討期間内に十分な検討、協議ができないと判断した場合には、買収者の買収

行為の内容の検討・代替案の検討・買収者との交渉等に必要とされる合理的な

範囲内で、検討期間を一ないし複数回延長することができるものとする（但し、

特段の事由が無い限り、延長することができる期間の上限は、合計 30 日間とす

る。）。 

 

4. 本ライツ・プランの発動・不発動 

（1） 独立委員会による勧告 
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① 買収者が本ガイドラインを遵守した場合 

買収者が独立委員会の要請に従って、買収行為に関する必要かつ充分な

情報の提供を行い、独立委員会による協議検討のための期間が確保された

場合には、独立委員会は、買収防衛策の発動を勧告せず、検討期間の経過

後は、買収者は買収行為を開始することができる。但し、買収者が本ガイ

ドラインを遵守した場合であっても、買収提案の内容から、下記（2）①

から⑤のいずれかの類型に該当し株主共同の利益又は安全かつ安定的な

ガス供給に重大な悪影響を及ぼすことが合理的に推測される場合には、独

立委員会は当社取締役会に対し、本ライツ・プランの発動を勧告する。 

② 買収者が本ガイドラインを遵守しなかった場合 

独立委員会は、買収者から提出を受けた必要情報等を総合的に考慮した

上で、以下のいずれかに該当すると判断した場合には、当社取締役会に対

して、本ライツ・プランの発動を勧告する。 

（ア） 買収者が、独立委員会の定める合理的期間内に、独立委員会の要請

する必要情報（追加で要請された資料等を含む。）の提供を行わな

い場合 

（イ） 買収者が、独立委員会の要請する当社取締役会等との協議・交渉に

応じない場合 

（ウ） 買収者が、独立委員会の要請する買収提案、買収後の事業計画又は

代替案等の提示に応じない場合 

（エ） 上記（ア）から（ウ）に定める他、買収者が本ガイドライン又は独

立委員会の勧告・要請を遵守しない場合 

③ 当社取締役会が本ガイドラインを遵守しなかった場合 

独立委員会は、以下のいずれかに該当すると判断した場合には、当社取

締役会に対して、本ライツ・プランの不発動を勧告する。 

（ア） 当社取締役会が、独立委員会の定める合理的期間内に、独立委員会

の要請する資料等（追加で要請された資料等を含む。）の提供を行

わない場合、又は提供された場合であっても不十分な提供である場

合 

（イ） 当社取締役会が、独立委員会の要請する買収者等との協議・交渉に

応じない場合 

（ウ） 当社取締役会が、独立委員会の要請する事業計画又は代替案等の提

示に応じない場合 

（2） 取締役会決議 

当社取締役会は、独立委員会による本項（1）の勧告を最大限尊重し、本

ライツ・プランの発動又は不発動の決議を行なう（但し、買収者が必要情報
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の提出をせずに買収行為を開始した場合には、取締役会の判断で本ライツ・

プランの発動を決議することができるものとする。）ものとし、独立委員会

から、本ライツ・プランの不発動の勧告を受けた場合には、本ライツ・プラ

ンを発動してはならないものとする。但し、当社取締役会は、独立委員会か

ら本ライツ・プランの発動の勧告を受けた場合であっても、買収者から提出

を受けた必要情報等を総合的に考慮し、買収者又はその買収提案が下記のい

ずれにも該当しないと判断したときは、本ライツ・プランを発動しないもの

とする。 

① （ア）株式を買い占め、その株式について当社に対して高値で買取りを

要求する行為、（イ）当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産

等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買収者等の利益を実現する経

営を行うような行為、（ウ）当社の資産を買収者等やそのグループ会社等

の債務の担保や弁済原資として流用する行為、又は（エ）当社の経営を

一時的に支配して、当社の事業に当面関与していない資産等を処分させ、

その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、若しくは一時的高

配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為等によ

り、株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす場合 

② 強圧的な二段階買収（最初の買収で全株式の買付けを勧誘することなく、

二段階目の買収条件を最初の買収よりも株主に不利に設定し、あるいは

二段階目の買収条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買収を行う

ことをいう。）等、当社株主に対し、その保有する株式の売却を事実上強

要するおそれのある場合 

③ 買収価格その他の買収条件が当社の企業価値に照らし著しく不相当であ

る場合 

④ 買収者が大規模ガス供給事業の経験又は当該事業の公共性に関する理解

が十分でなく、それを補完するための第三者の支援、援助を受けないま

ま行われることが客観的に明らかである場合 

⑤ 買収後の経営方針および事業計画が不合理又は妥当でないことが客観的

に明らかである場合（買収提案の内容につき、（ア）実現可能性に疑いが

ある場合、（イ） 資金面での不安がある場合、（ウ）ガス供給の安定性、

継続性に疑いがある場合、（エ）お客さまの理解が得られない可能性のある

事業運営・拡大を行うものである場合、（オ）原料調達先との取引条件に

大幅な変更が生じる可能性がある場合、（カ）従業員の労働条件の重大な

不利益変更又は大幅なリストラを前提としている場合等） 
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5. 本ライツ・プランの有効期間 

本ライツ・プランの有効期間は、平成 28 年 3 月期の事業年度に関する定時株

主総会の終結のときまでの 3 年間とする。 

 

6. 本ライツ・プランの発動の中止等 

当社取締役会は、当社取締役会が上記 4.に従い本ライツ・プランの発動を決

議した場合であっても、以下の場合においては、独立委員会の意見又は勧告を尊

重した上で、本新株予約権の割当期日までの間は新株予約権の発行の中止を、本

新株予約権の割当期日以降、行使期間開始日までの間は無償取得の方法による新

株予約権の消却を含む新たな措置を行うことを決定することができる。 

① 買収者から合理的かつ妥当な買収提案がなされたと自ら判断し、又は独立

委員会からかかる勧告がなされた場合 

② 当社取締役会が買収者との間で本ライツ・プランを発動しない旨の合意又

は本ライツ・プランの発動による対抗措置を中止する旨の合意に至った場

合 

③ 買収者が買付行為の撤回をした場合、その他買付行為が存在しなくなった

場合 

④ 本ライツ・プランの発動決定の判断の前提となった事実関係に変動が生

じ、買収者による買付行為が当該発動の条件を満たさないことになった場

合若しくは当該発動の条件を満たしていても、新株予約権を発行又は行使

させることが相当でないと当社取締役会が判断するに至った場合 

 

7. 本ライツ・プランの廃止、変更、および有効期間の延長（以下、「更新」という。）、

並びに他の防衛策への変更 

（1） 本ライツ・プランの廃止 

本ライツ・プランの有効期間中であっても、当社株主総会又は当社取

締役会において、本ライツ・プランを廃止する旨の決議を行なった場合

には、その時点で本ライツ・プランは廃止される。 

（2） 本ライツ・プランの合理性の調査、検討 

独立委員会は、本ライツ・プラン導入後も引き続き本ライツ・プラン

および本ガイドラインの合理性について、最新の議論の状況、他社導入

に係る防衛策の内容等に基づき検討し、必要に応じて当社取締役会に報

告する。 

（3） 本ライツ・プランの変更 

当社取締役会は、本ライツ･プランの趣旨に反しない限り、独立委員会

の承認を得た上で、本ライツ･プランを変更することができる。 
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また、独立委員会は、本項（2）の検討の結果、本ライツ・プラン又は

本ガイドラインの変更が必要であると判断したときには、直ちに、当社

取締役会にその旨を勧告することとし、当社取締役会は、かかる独立委

員会の勧告を踏まえ、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更を行

うことができる。 

但し、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法その他の法令若しく

は金融商品取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、

裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲を超えて、本ライ

ツ・プラン又は本ガイドラインを変更することはできない。 

なお、当社取締役会は、本ライツ・プラン又は本ガイドラインの規定

において曖昧若しくは誤解を生じる可能性のある規定や齟齬若しくは瑕

疵のある規定を是正するために、適宜独立委員会の承諾又は勧告なくし

て本ライツ・プラン又は本ガイドラインの変更を行うことができる。 

（4） 更新又は他の防衛策への変更の検討 

独立委員会は、本項（2）の検討内容を踏まえ、本ライツ・プランの更

新、他の防衛策への変更、又は防衛策自体の解除、撤回についての審査

を行い、遅くとも上記 4.の有効期間満了の 1 ヵ月以上前までに、検討結

果を当社取締役会に報告する。当社取締役会は、独立委員会からの報告

を踏まえ、上記 4.の有効期間満了に伴う本ライツ・プランの更新、他の

防衛策への変更、又は本ライツ・プランを含む防衛策自体の解除、撤回

について決議する。 

 

8. 情報開示 

独立委員会は、自ら又は当社取締役会を通じて、買収者から買収提案を受け

た事実およびその概要、必要情報の概要、検討期間の開始・延長・終了その他

独立委員会が適切と判断する事項について、すみやかに情報開示を行うものと

する。 

また、独立委員会は、当社取締役会又は買収者の提供する資料および情報の

うち、一般の株主および投資者が、買収者の提案と当社取締役会の提案の双方

の内容を比較検討し、それぞれの合理性、妥当性を判断するために必要な情報

について、適切な情報開示措置を講じるよう当社取締役会に対して勧告するこ

とができる。当社取締役会は、当該情報が機密情報に該当する場合その他情報

開示措置を講じない正当な理由がある場合を除き、かかる勧告に基づき、速や

かに適切な情報開示措置を講じるものとする。 
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第 2 独立委員会 

1. 当社取締役会が本ライツ・プランを濫用することを防ぐために、下記 8.の基準

を満たす独立委員によって構成される独立委員会を設置する。 

 

2. 独立委員会は、3 名以上の独立委員で構成される。 

 

3. 独立委員の選任および解任は、当社取締役会の決議によってこれを決定する。

但し、当社取締役会による独立委員の解任決議は、出席取締役の 3 分の 2 以上

の賛成による。 

 

4. 独立委員会の決議は、独立委員の過半数が出席する会議において、出席者の過

半数が賛成する場合に、採決される。 

 

5. 上記 4.の決議において、議案に関し利害関係を有する独立委員は、決議に参加

できず、またその数は定足数より控除される。 

 

6. 独立委員会は、必要に応じて、当社の費用負担において、投資銀行、証券会社、

公認会計士、弁護士等の外部専門家に助言を求めることができる。 

 

7. 当社取締役会は、独立委員会から勧告等を受けた場合には、その内容を最大限

尊重する。 

 

8. 独立委員の選任基準 

当社取締役会は、独立委員を、以下に定める全ての基準を満たす社外取締役、

社外監査役、有識者、外部専門家等の中から選任する。 

（1） 現在および過去において、当社又は当社の子会社の業務を行う取締役、

執行役、従業員、若しくは監査役、又はこれらの者の親族（「親族」と

は、民法第 725 条に定める親族を意味し、以下同様とする。）ではない

こと（但し、当社の社外取締役および社外監査役は除く。） 

（2） 主要な取引先の取締役、執行役若しくは従業員、又はこれらの者の親族

ではないこと（「主要な取引先」とは、過去 5 年間の当社の連結売上高

の平均の 2％を超える金額の取引を、当社との間で行う取引先（仕入先

等を含むが、これに限られない。）を意味し、以下同様とする。） 

（3） 当社および主要な取引先の外部アドバイザー（「外部アドバイザー」に

ついては当社の社内規程においてその詳細を定める。）又はその親族で

はないこと 
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（4） 当社の代表取締役が取締役を兼任している会社の取締役、執行役、従業

員若しくは外部アドバイザー、又はこれらの者の親族ではないこと 

 

以 上 
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（別紙 3） 

 

独立委員略歴 
 

 

片木 晴彦  昭和31年8月7日生  

    学歴  京都大学法学部卒業  

    職歴  平成8年4月   広島大学法学部教授就任  

         平成12年4月   広島大学大学院社会科学研究科教授就任  

         平成16年4月   広島大学大学院法務研究科教授就任（現在に至る） 

 
 
中西 敏和 昭和27年5月17日生  

     学歴  神戸大学法学部卒業  

    職歴  昭和50年4月 東洋信託銀行株式会社入社 

        平成16年5月 UFJ信託銀行株式会社（現三菱UFJ信託銀行株式会社） 

常務執行役員就任 

        （平成20年12月 三菱UFJ信託銀行株式会社退社） 

        平成21年4月  同志社大学法学部教授就任（現在に至る） 

   

 

藤本 圭子  昭和47年11月5日生  

    学歴  早稲田大学人間科学部卒業  

    職歴  平成12年10月  弁護士登録、広島弁護士会所属（現在に至る）    

         

 
 

以 上 
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（別紙 4） 

 

大株主の状況 
 

平成 25 年 3 月 31 日現在における大株主の状況は次のとおりです。 

 

株  主  名 

当社への出資状況 

持 株 数 持 株 比 率 

岩 谷 産 業 株 式 会 社 7,607 千株     12.73％ 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社    3,855 6.45 

三 菱 商 事 株 式 会 社 2,991 5.00 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,970 4.97 

株 式 会 社 広 島 銀 行 2,840 4.75 

広 島 電 鉄 株 式 会 社 1,860 3.11 

米 田 正 幸 1,852 3.09 

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 1,780 2.97 

西 部 瓦 斯 株 式 会 社 1,420 2.37 

双 日 株 式 会 社 1,350 2.25 

 

 （注）1.持株比率は、発行済株式の総数（61,995,590 株）から自己株式（2,249,477 株）

を控除して計算しております。 

    2.株式会社広島銀行の持株数には、株式会社広島銀行が退職給付信託の信託財産

として拠出している当社株式 2,430 千株（持株比率 4.06％）を含んでおります

（株主名簿上の名義は「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信

託口・広島銀行口）」でありますが、当該株式は、信託約款の定めにより、株式

会社広島銀行が議決権の指図権を留保しております）。 

 

 

以 上 
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